
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　Ⅰ　融資主体型（地域担い手育成支援タイプ）
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8 その他機械 1

ベール
カッター
（三相
200V、1
台）

2,717,000 741,000 1,970,000 6,000

8
その他
機械

2

スキッド
ステア
ローダー
（荷重
800kg、1
台）

1,939,000 1,347,000 3,590,000 2,000

100.0% 1 1 100.0% 0 0 4,656,000 2,088,000 5,560,000 8,000

1 トラクター 1

トラク
ター
（98ps、1
台）

9,130,000 2,490,000 6,640,000 0

6
アタッ
チメン

ト
2

ロータ
リー（作
業幅260
㎝、1台）

1,408,000 384,000 1,020,000 4,000

100.0% 1 1 100.0% 0 0 10,538,000 2,874,000 7,660,000 4,000

100.0% 2 2 100.0% 0 0

１　「市町村名」の欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

２　被災農業者支援型の場合、「地区名」の欄については、記載を要しない。

３　「農業地域類型」の欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

４　「事業内容」の欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。

５　「地区の成果目標」の欄については、「経営体別の成果目標」欄から、要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価を行った年度の「計画」及び「実績」値を記載した経営体数を各成果目標ごとに記載すること。

６　各欄における「コード」及び「区分」の欄の記載に当たっては、（２）の先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ整理番号表（以下「整理番号表」という。）に基づき番号を記載すること。

７　「経営体別の成果目標」の欄の「計画」欄については、別紙様式１号の２の（２）のⅠの「成果目標の設定状況」欄の必須目標及び選択目標の１年度目、２年度目、３年度目の設定値及び単位を記載すること。

８　同欄の「実績」欄については、計画値に対する当該年度の実績値を記載すること。

９　同欄の「○年度目達成状況（％）」の欄については、（実績-現状）/（年度計画-現状）×100により求めるものとする。（小数点第２位は切り捨て、小数点第１位まで記載。）

10　同欄の「補正の内容」の欄については、天災その他の外的要因の詳細及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載すること。

11　「導入した施設等情報」の欄については、助成対象者ごとに、導入した１施設等ごとに記載すること。

12　※印のある欄については、被災農業者支援型の場合のみ記載する欄のため、融資主体補助型のみの場合は欄の省略を行うこと。

13　「保険等加入情報」の欄については、本要綱第７及び第８に基づき報告を行う際、毎年度、加入が継続されているかを事業実施主体に確認を行った上で記載すること。

14　「評価所見」の欄については、本要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価の結果に基づき記載するものとし、事業実施主体からも所見を求め記載すること。

　　また、達成に立ち遅れがある場合については、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取組内容を記載すること。

　　なお、目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場及び事業関連取組目標がおおむね達成されていない場合）は、別途、事業実施主体に別紙様式６号の２により提出を求め、具体的な改善措置及び達成見込時期等を記載すること。

15　事業実施年度の必須目標及び目標年度の前年度の必須目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者並びに目標年度の必須目標の達成状況が80％未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導の内容を記入すること。

　　（注）

　「付加価値額の拡大」の目標を達成することができなかっ
た。
　法人化に伴い、経営規模や面積を拡大したことで収入も大
きく増加したが、面積拡大に伴い新たな農業用機械の導入等
の初期投資や機械修繕が発生し、費用も大きく増加してし
まったため、目標の達成には至らなかった。今後は新たに導
入。・修繕した機械を有効活用するため、普及センターの普
及指導員より機械利用の効率化や品質向上に向けた指導を行
うことで収入の増加を図るとともに、作業の効率化や適正な
施肥量や農薬量に関して指導をすることで費用の削減を図
り、目標達成を目指す。

地区計
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　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

No 市町村名
地区
名

農業
地域
類型

事業実
施主体
(市町村
又は

都道府
県名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コス
トの縮減

⑥農業経営
の複合化

2 美瑛町 明治
中間
農業
地域

美瑛町
Ⅰ-2 融資主体補
助型（地域担い手
育成支援タイプ）

1

必須目
標

100％
事業関
連取組
目標
－

1 1 100% 0 0 － Ⅰ① 元 17,688,397 19,280,353 12,235,671 19,280,353 - 19,280,353 円 -342.5% 決算書 Ⅰ⑤ 元 50.9 51.9 51.0 51.9 51.9 ha 5.0%

地区計

　「付加価値額の拡大」「経営面積の拡大」の2項目で目標を
達成することができなかった。
　「付加価値額の拡大」については、生乳やコメの販売価格
が低下したため収入が減少し、目標には達しなかった。今後
は普及センターの普及指導員等より搾乳量や収量の増加に向
けた指導を行うことで収入の増加を図るとともに、作業の効
率化や適正な施肥量や農薬量に関して指導をすることで費用
の削減を図り、目標達成を目指す。
　「経営面積の拡大」については、当初の計画より土地の購
入または賃貸を予定していたが、農地の出し手が見つからず
土地の集積を行うことができなかったことが原因となり、目
標が達成できなかった。今後については、目標の経営面積の
拡大を図れるよう指導するとともに、関係機関で連携して集
積を促進し、目標を達成することとする。

決算書


